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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　表面架橋されたポリアクリル酸部分中和物架橋体からなり、
　表面架橋剤がプロピレングリコール、１，４－ブタンジオール、エチレングリコールジ
グリシジルエーテルから選ばれ、重量平均粒径が４００μｍ以上であり、粒径が１０６μ
ｍ未満の粒子の割合が５重量％以下であり、２３℃で測定した水可溶成分量が１８重量％
以下であり、
　湿潤状態における２３℃、４．９ｋＰａでの加圧下の通気抵抗が２５０ｋＰａ・sec ／
ｍ以下であり、かつ、０．９重量％塩化ナトリウム水溶液である生理食塩水を吸収させた
場合の２．０ｋＰａでの加圧下吸収倍率が３２ｇ／ｇ以上、および無加圧下吸収倍率が３
２ｇ／ｇ以上の吸水性樹脂を、比率が４０重量％以上、１００重量％以下となるように含
んでいることを特徴とする吸収体。
【請求項２】
　表面架橋されたポリアクリル酸部分中和物架橋体からなり、
　吸水性樹脂１００重量部に対して０．００１重量部以上、１０重量部以下の範囲内で、
二酸化ケイ素およびケイ酸（塩）から選ばれる無機粉末を含み、重量平均粒径が４００μ
ｍ以上であり、粒径が１０６μｍ未満の粒子の割合が５重量％以下であり、２３℃で測定
した水可溶成分量が１８重量％以下であり、
　湿潤状態における２３℃、４．９ｋＰａでの加圧下の通気抵抗が２５０ｋＰａ・sec ／
ｍ以下であり、かつ、０．９重量％塩化ナトリウム水溶液である生理食塩水を吸収させた
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場合の２．０ｋＰａでの加圧下吸収倍率が３２ｇ／ｇ以上、および無加圧下吸収倍率が３
２ｇ／ｇ以上の吸水性樹脂を、比率が４０重量％以上、１００重量％以下となるように含
んでいることを特徴とする吸収体。
【請求項３】
　ポリアクリル酸部分中和物架橋体におけるポリアクリル酸未中和物の割合が、１モル％
以上、６０モル％以下の範囲内であることを特徴とする請求項１または２に記載の吸収体
。
【請求項４】
　０．９重量％塩化ナトリウム水溶液である生理食塩水を２５℃で吸収させた場合の、４
．９ＫＰａでの６０分の加圧下吸収倍率が２４ｇ／ｇ以上であることを特徴とする請求項
１から３の何れか１項に記載の吸収体。
【請求項５】
　人工尿を２５℃で吸収させた場合の、４．９ＫＰａでの６０分の加圧下吸収倍率が３０
ｇ／ｇ以上であることを特徴とする請求項１から４の何れか１項に記載の吸収体。
【請求項６】
　嵩比重が０．５５ｇ／ｍｌ以上、０．８５ｇ／ｍｌ以下の範囲内であることを特徴とす
る請求項１から５の何れか１項に記載の吸収体。
【請求項７】
　固形分が９０重量％以上、１００重量％以下の範囲内であることを特徴とする請求項１
から６の何れか１項に記載の吸収体。
【請求項８】
　比率が５０重量％以上、１００重量％以下となるように吸水性樹脂を含んでいることを
特徴とする請求項１から７の何れか１項に記載の吸収体。
【請求項９】
　比率が６０重量％以上、１００重量％以下となるように吸水性樹脂を含んでいることを
特徴とする請求項１から８の何れか１項に記載の吸収体。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は、体液等を良好に吸収する吸収体、および該吸収体を用いてなる使い捨ておむ
つ、失禁パッド、生理用ナプキンなどの吸収性物品、並びにこれら吸収体や吸収性物品に
好適に用いられる吸水性樹脂に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
　従来、たとえば使い捨ての紙おむつや失禁パッド、生理用ナプキンなどといった吸収性
物品は、トップシートおよびバックシート、並びにこれらシートに挟持される吸収体を備
える基本構成を有している。トップシートは液透過性シートとなっており、装着時に身体
側に接触し、体液を透過して吸収体へ到達させる。バックシートは液不透過性シートとな
っており、装着時に外側となって、吸収体で吸収された体液（水性液体）の漏洩を防止す
る。
【０００３】
　ここで、上記バックシートが液不透過性を有することから、その気体透過性も極めて低
くなる場合がほとんどである。そのため、身体から発散される蒸気や、吸収された体液が
体温により蒸発してなる蒸気などが放散されず、吸収性物品と身体との間に蓄積される。
その結果、吸収性物品を装着した際に、装着部位に高湿度環境が形成されることになり、
装着時にムレやベタツキなどといった不快感の発生を招来し、さらに長時間装着している
と、カブレなどを引き起こすことにもなる。
【０００４】
　そこで、従来では、吸収性物品の装着時に上記不快感の発生を防止して快適性を向上す
ることが図られており、そのための技術として、主に次の３つの手法が用いられている。
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【０００５】
　まず、第一の手法として、バックシートの改良が挙げられる。この手法では、バックシ
ートの液不透過性を維持しつつ通気性を具備させることによって、高湿度環境の形成を回
避している。
【０００６】
　具体的には、上記バックシートとして、ポリオレフィンや充填剤などを混練、延伸して
フィルム状に成形した上で、さらに微細孔を形成した液不透過性の防湿シートを用いる技
術（特開昭５８－１４９３０３号公報）、上記バックシートとして、充填剤微粒子を含有
し、かつセルロース系粉末を配合してなる樹脂組成物を延伸、開孔成形しなる透湿フィル
ムを用いる技術（特開平１１－１０６５３６号公報）、上記バックシートとして、充填剤
微粒子を含有し、かつ成形温度で溶融し、かつ流動しないポリオレフィン粒を配合してな
る樹脂組成物を延伸、開孔成形してなる透湿フィルムを用いる技術（特開平１１－１０６
５３７号公報）などが挙げられる。
【０００７】
　次に、第二の手法としては、吸湿材の具備が挙げられる。この手法では、発生した蒸気
を吸湿材によって除去することにより、高湿度環境の形成を回避している。具体的には、
吸収性物品に、吸水性樹脂などの吸湿材を具備させることにより、体液の蒸気化を抑制す
る技術（特開平６－２１８００７号公報）などが挙げられる。
【０００８】
　さらに、第三の手法としては、吸収性物品の構造そのものの改良が挙げられる。この手
法では、吸収性物品の構造等を改良することで、蒸気の発生を抑制したり、蒸気の放散を
促したりして高湿度環境の形成を回避している。具体的には、身体と接触する吸収体の面
積を極力小さくするとともに、装着時に、吸収体を覆う被覆部材によって、身体との間に
通気性の間隙を形成する技術（特開平１１－９９１６５号公報）などが挙げられる。
【０００９】
【発明が解決しようとする課題】
　ところが、上記何れの技術においても、吸収性物品の装着時の快適性を十分に向上させ
ることができないという問題点を有している。すなわち、吸収性物品の装着時の快適性を
高いものとするためには、少なくとも、(1) 加圧下吸収倍率を高くして吸収された体液の
戻り量を低減させる（ベトツキ感の回避）という課題と、(2) 吸収体自身の通気性を高く
する（ムレ感の回避）という課題の二つを同時に達成する必要があるが、上記各技術では
、これら二つの課題が十分に達成されていない。
【００１０】
　特に、吸収性物品は身体に接触した状態で体液を吸収するために、吸収体の面積は必然
的に大きくなる。それゆえ、バックシートだけでなく、体液を吸収した吸収体そのものが
気密隔壁となり、吸収性物品と身体との間に蓄積された蒸気の放散を阻害することになる
。
【００１１】
　そのため、上記第一ないし第三の各手法のように、体液等を吸収した吸収体そのものの
気密隔壁化を回避し得ない技術では、上記(2) の課題（ムレ感の回避）を十分に達成でき
ず、その結果、吸収性物品の装着時における快適性を十分向上させることができない。
【００１２】
【課題を解決するための手段】
　本発明者らは、上記問題点に鑑みて鋭意検討した結果、体液等を吸収した湿潤状態とな
った際の吸収体が気密隔壁化することに着目し、湿潤状態の吸収体の通気性を確保すると
ともに、吸収された体液の戻り量を低減した状態も確保することによって、吸収性物品の
装着時の快適性をより一層向上させることが可能であることを見出し、本発明を完成する
に至った。
【００１３】
　すなわち、本発明にかかる吸収体は、上記の課題を解決するために、生理食塩水を吸収
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させた場合の２．０ｋＰａでの加圧下吸収倍率が２４ｇ／ｇ以上であり、かつ、湿潤状態
における４．９ｋＰａでの加圧下の通気抵抗が、５０ｋＰａ・sec ／ｍ以下であることを
特徴としている。該吸収体は、比率が４０重量％以上となるように吸水性樹脂を含んでい
ることが好ましく、また、最大坪量が７００ｇ／ｍ２ 以下であることが好ましい。
【００１４】
　さらに、本発明にかかる吸収性物品は、上記吸収体を含んでなる吸収層と、液透過性の
シートと、通気抵抗が１ｋＰａ・sec ／ｍ以上５０ｋＰａ・sec ／ｍ以下の範囲内にある
液不透過性のシートとを備えており、上記両シート間に上記吸収層が配置されていること
を特徴としている。
【００１５】
　従来の吸収体および吸収性物品では、吸収体そのものの湿潤状態における通気性を全く
考慮していなかった。そのため、湿潤状態では、通常、１００ｋＰａ・sec ／ｍ以上とい
う高い通気抵抗を示し、実質的に通気性がない状態であった。また、湿潤状態の通気性を
確保している吸収体は存在するが、水性液体の加圧下での保持量や吸収した水性液体の戻
り量の低減が十分であるとは言えなかった。
【００１６】
　これに対して、本発明では、上記構成を有することによって、吸収体や吸収性物品が湿
潤状態にあっても非常に高い通気性を確保するとともに、吸収された水性液体の戻り量の
増大も回避することが可能になる。そのため、吸収体の気密隔壁化が回避され、身体と吸
収体または吸収性物品との間に高湿度環境が形成されることを防止するとともに、一旦吸
収された水性液体を加圧下でも十分に保持することができる。その結果、ムレ感とベトツ
キ感の双方を同時に防止することが可能になり、吸収性物品の装着時の快適性をより一層
向上させることができる。
【００１７】
　また、本発明にかかる吸収体および吸収性物品において好適に用いられる吸水性樹脂の
一例としては、吸水性樹脂の湿潤状態における４．９ｋＰａでの加圧下の通気抵抗が２５
０ｋＰａ・sec ／ｍ以下で、生理食塩水を吸収させた場合の無加圧下吸収倍率が３２ｇ／
ｇ以上であり、かつ生理食塩水を吸収させた場合の２．０ｋＰａでの加圧下吸収倍率が３
２ｇ／ｇ以上であるとともに、重量平均粒径が４３０μｍ以上の粒子形状を有しているこ
とを特徴とするものが挙げられる。
【００１８】
　また、本発明にかかる吸収体および吸収性物品において好適に用いられる吸水性樹脂の
一例としては、吸水性樹脂の湿潤状態における４．９ｋＰａでの加圧下の通気抵抗が２５
０ｋＰａ・sec ／ｍ以下であり、生理食塩水を吸収させた場合に無加圧下吸収倍率が３４
ｇ／ｇ以上、かつ水可溶成分量が１８重量％以下であることを特徴とするものが挙げられ
る。
【００１９】
　さらに、本発明にかかる吸収体および吸収性物品において好適に用いられる吸水性樹脂
の一例としては、吸水性樹脂の湿潤状態における４．９ｋＰａでの加圧下の通気抵抗が２
５０ｋＰａ・sec ／ｍ以下であり、生理食塩水を吸収させた場合の２．０ｋＰａでの加圧
下吸収倍率が３４ｇ／ｇ以上、かつ水可溶成分量が１８重量％以下であることを特徴とす
るものが挙げられる。
【００２０】
　換言すれば、本発明にかかる吸水性樹脂は、湿潤状態における４．９ｋＰａでの加圧下
の通気抵抗が２５０ｋＰａ・sec ／ｍ以下である基本条件に加えて、さらに、生理食塩水
を吸収させた場合の無加圧下吸収倍率が３２ｇ／ｇ以上であり、かつ生理食塩水を吸収さ
せた場合の２．０ｋＰａでの加圧下吸収倍率が３２ｇ／ｇ以上であるとともに、重量平均
粒径が４３０μｍ以上の粒子形状を有している第１条件群か、生理食塩水を吸収させた場
合の無加圧下吸収倍率が３４ｇ／ｇ以上であり、かつ水可溶成分量が１８重量％以下であ
る第２条件群か、または、生理食塩水を吸収させた場合の２．０ｋＰａでの加圧下吸収倍
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率が３４ｇ／ｇ以上であり、かつ水可溶成分量が１８重量％以下である第３条件群の何れ
かを満たすことを特徴としている。
【００２１】
　すなわち、少なくとも上記パラメーターを満たす吸水性樹脂を用いることによって、吸
収体の湿潤状態における通気抵抗を５０ｋＰａ・sec ／ｍ以下で、かつ吸収体の２．０ｋ
Ｐａでの加圧下吸収倍率を２４ｇ／ｇ以上とすることができる。しかも、上記吸収体を用
いて得られる吸収性物品は、モニターテストでも、ムレ感やベトツキ感がなく、装着時に
低湿度の状態を実現できる吸収性物品となることが見出された。そのため、上記吸水性樹
脂は、本発明にかかる吸収体および吸収性物品に好適に用いることが可能なものとなって
いる。
【００２２】
　特に、上述したように、本発明にかかる吸収体では、上記吸水性樹脂を４０重量％以上
含んでなることが好ましい。これによって吸収体の気密隔壁化が確実に回避されるため、
ムレ感とベトツキ感の双方を同時に防止することが可能になり、吸収性物品の装着時の快
適性をより一層向上させることができる。
【００２３】
【発明の実施の形態】
　本発明の実施の一形態について説明すれば、以下の通りである。なお、本発明はこれに
限定されるものではない。
【００２４】
　本発明にかかる吸収体は、少なくとも、水性液体を吸収させた湿潤状態でも十分な通気
性を有しているとともに、一旦吸収した水性液体を加圧下でも十分に保持できるものとな
っている。
【００２５】
　なお、本実施の形態で言うところの吸収体とは、紙おむつや衛生用ナプキンなどの吸収
性物品において、吸水（吸尿や吸血など）を担う部位を指す。その形状は、通常、厚さ０
．１ｍｍ以上３０ｍｍ以下、好ましくは１ｍｍ以上１０ｍｍ以下の範囲内にあるシート状
や、あるいはタンポンなどの略筒状であるが、特に限定されるものではない。
【００２６】
　上記吸収体の具体的な構成は特に限定されるものではないが、吸水のための主成分とし
て吸水性樹脂を含んでおり、この吸水性樹脂に加えて、親水性繊維などの繊維材料を含ん
でいることがより好ましい。
【００２７】
　上記吸収体の構成としては、具体的には、たとえば、吸水性樹脂と繊維材料とを均一に
混合してなる構成；吸水性樹脂と繊維材料とを均一に混合して層状に形成し、この上に層
状に形成した繊維材料を積層してなる構成；吸水性樹脂と繊維材料とを均一に混合して層
状に形成し、これと層状に形成した繊維材料との間に吸水性樹脂を挟持してなる構成；層
状に形成した繊維材料間に吸水性樹脂を挟持してなる構成；などを挙げることができる。
中でも、吸水性樹脂と繊維材料とを均一に混合してなる構成であれば、本発明における吸
収性および通気性を十分発揮できるため好ましい。
【００２８】
　上記の繊維材料としては、たとえば、木材から得られるメカニカルパルプ、ケミカルパ
ルプ、セミケミカルパルプ、溶解パルプなどの天然セルロース繊維；レーヨン、アセテー
トなどの人工セルロース繊維；などの親水性繊維が好適に用いられる。中でも、天然セル
ロース繊維がより好ましい。なお、上記親水性繊維には、ポリアミドやポリエステル、ポ
リオレフィンなどの合成繊維が含まれていてもよく、その他材料が含まれていてもよい。
また、本発明にかかる吸収体に用いられる繊維材料は上記例示の繊維に限定されるもので
はない。
【００２９】
　本発明にかかる吸収体は、上記吸水性樹脂および繊維材料の他に、他の材料が含まれて
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いてもよい。たとえば、吸収体における繊維材料の割合が比較的少ない場合には、繊維材
料同士を接着させるために接着性バインダーが含まれていてもよい。この接着性バインダ
ーによって繊維材料同士を接着させることで、使用前や使用中における吸収体の強度や保
形性を高めることができる。
【００３０】
　上記接着性バインダーとしては、ポリエチレン、ポリプロピレン、エチレン－プロピレ
ン共重合体、１－ブテン－エチレン共重合体などのポリオレフィン繊維などといった、熱
融着繊維や接着性を有するエマルジョンなどが挙げられる。これら接着性バインダーは、
単独で用いてもよく、また、二種類以上を混合して用いてもよい。親水性繊維と接着性バ
インダーとの重量比は、５０／５０以上９９／１以下の範囲内が好ましく、７０／３０以
上９５／５以下の範囲内がより好ましく、８０／２０以上９５／５以下の範囲内がさらに
好ましい。
【００３１】
　他に、上記吸収体や吸水性樹脂に対しては、たとえば、吸収体の使用目的に応じて、消
臭剤、抗菌剤、香料、各種の無機粉末、発泡剤、キレート剤、顔料、染料、親水性短繊維
、肥料、酸化剤、水、塩類などを添加することができる。これら材料を添加することによ
って、吸収体、および該吸収体を備えた吸収性物品に対して種々の機能を付与することが
できる。
【００３２】
　さらに、本発明にかかる吸収体は、吸水性樹脂に対して特定量の水を配合することによ
って、該吸水性樹脂をシート状に形成してなる構成であってもよい。なお、この構成にお
いても、他の種々の材料が含まれていても構わないことは言うまでもない。
【００３３】
　本発明にかかる吸収体の湿潤状態における４．９ｋＰａでの加圧下の通気抵抗は、上述
したように５０ｋＰａ・sec ／ｍ以下となっており、好ましくは４０ｋＰａ・sec ／ｍ以
下、さらに好ましくは３０ｋＰａ・sec ／ｍ以下である。湿潤状態における通気抵抗が５
０ｋＰａ・sec ／ｍを超えると、吸収体が気密隔壁化し、特に該吸収体を紙おむつなどの
吸収性物品に用いる場合には、身体との間に高湿度環境を形成して、装着時の快適性を大
きく損なうことになる。
【００３４】
　なお、本発明において、上述した吸収体の通気抵抗とは、後述する実施例における〔吸
収体の湿潤状態における加圧下の通気抵抗〕の項にて記載した方法によって測定されるも
のであり、上記通気抵抗の範囲は、この方法によって測定された値である。
【００３５】
　本発明にかかる吸収体の２．０ｋＰａでの加圧下吸収倍率は、生理食塩水を吸収させた
場合に、２４ｇ／ｇ以上となっており、好ましくは２６ｇ／ｇ以上であり、より好ましく
は２８ｇ／ｇ以上である。加圧下吸収倍率が２４ｇ／ｇ未満であると、吸収した液体が吸
収体に十分保持されず、加圧（体重による加重）によって滲み出してくるため、紙おむつ
などの吸収性物品に用いた場合に、装着者がベトツキ等を感じたり、長時間の装着でカブ
レを発生させたりすることになり、装着時の快適性を大きく損なってしまう。上記加圧下
吸収倍率は、所定条件で吸収体を加圧した場合における吸収体１ｇ当たりの水性液体の保
持量に相当し、後述する実施例に示すように、モニターテストの結果と相関することが見
出された。なお、上記加圧下吸収倍率の測定条件、並びに人工尿の組成については、後述
する実施例中で詳細に説明する。
【００３６】
　つまり、本発明にかかる吸収体においては、加圧条件下で、一旦吸収体に吸収された液
体が再び滲み出してくる量、すなわち吸収体の戻り量（ウェットバック）は、できる限り
小さいことが望ましい。この戻り量の好ましい範囲は特に限定されるものではなく、吸収
体の使用目的、すなわち吸収性物品の種類や形状によって好ましい範囲がそれぞれ異なっ
ている。
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【００３７】
　本発明にかかる吸収体は、上述したように、吸水性樹脂を主成分として含んでなってい
る。つまり、本発明にかかる吸収体に含まれる吸水性樹脂の比率（重量比）は４０重量％
以上となっていることが好ましく、５０重量％以上がより好ましく、６０重量％以上がさ
らに好ましく、７０重量％以上が特に好ましい。また、本発明にかかる吸収体に含まれる
吸水性樹脂の比率の上限は、１００重量％以下であることが好ましく、９７重量％以下で
あることがより好ましく、９５重量％以下であることがさらに好ましい。吸水性樹脂の比
率が４０重量％未満であると、繊維材料等の比率が高くなり、加圧下吸収倍率等が低下し
て、吸収性物品とした場合の装着時の快適性が低下する場合がある。
【００３８】
　吸収体の最大坪量（一つの吸収体において最も厚い部位の坪量）は７００ｇ／ｍ２ 以
下となっていることが好ましく、６００ｇ／ｍ２ 以下となっていることがより好ましく
、５００ｇ／ｍ２ 以下となっていることがさらに好ましい。吸収体の最大坪量が７００
ｇ／ｍ２ より大きいと、吸収体の厚さや重量が必要以上に増大してしまい、吸収性物品
とした場合の装着時の快適性が低下する場合がある。
【００３９】
　本発明の目的である吸収性物品の装着時の快適性を高いものとするためには、少なくと
も、(1) 加圧下吸収倍率を高くして戻り量を低減させる（ベトツキ感の回避）という課題
と、(2) 吸収体自身の通気性を高くする（ムレ感の回避）という課題の二つを同時に達成
する必要がある。
【００４０】
　ここで、吸収体が吸水性樹脂と繊維材料とを主成分とする場合、(1) の課題を達成する
ためには、吸収体における吸水性樹脂の比率を大きくすることになるが、吸水性樹脂の比
率が大き過ぎると吸収体の通気性が低下する。逆に、(2) の課題を達成するためには、吸
収体における繊維材料の比率を大きくすることになるが、繊維材料の比率が大き過ぎると
、加圧下吸収倍率が低下し戻り量が多くなる。
【００４１】
　そこで、上記吸収体に好適に用いられる本発明にかかる吸水性樹脂としては、吸水性樹
脂の湿潤状態における４．９ｋＰａでの加圧下の通気抵抗が２５０ｋＰａ・sec ／ｍ以下
、好ましくは２００ｋＰａ・sec ／ｍ以下、より好ましくは１５０ｋＰａ・sec ／ｍ以下
、さらに好ましくは１００ｋＰａ・sec ／ｍ以下、特に好ましくは５０ｋＰａ・sec ／ｍ
以下であり、生理食塩水を吸収させた場合に、無加圧下吸収倍率および２．０ｋＰａでの
加圧下吸収倍率ともに３２ｇ／ｇ以上、好ましくは３４ｇ／ｇ以上、より好ましくは３６
ｇ／ｇ以上であるとともに、重量平均粒径が４００μｍ以上、好ましくは４３０μｍ以上
、より好ましくは４５０μｍ以上となる粒子形状を有しているものであり、さらに１０６
μｍ未満の粒子の量が５重量％以下、好ましくは３重量％以下、より好ましくは１％以下
となっていることが非常に好ましい。また、吸水性樹脂の水可溶成分量が、１８重量％以
下、好ましくは１４重量％以下、より好ましくは１０重量％以下であることが非常に好ま
しい。
【００４２】
　さらに、上記吸水性樹脂においては、４．９ｋＰａという高加圧下の吸収倍率は、生理
食塩水に対して、好ましくは２４ｇ／ｇ以上、さらに好ましくは２６ｇ／ｇ以上、特に好
ましくは２８ｇ／ｇ以上の値を示す。また、同じく４．９ｋＰａという高加圧下の吸収倍
率は、人工尿に対して、好ましくは３０ｇ／ｇ以上、さらには好ましく３２ｇ／ｇ以上、
特に好ましくは３４ｇ／ｇ以上の値を示す。また、上記吸水性樹脂の嵩比重や固形分につ
いては、後述する前駆体の範囲内となっている。
【００４３】
　上記吸水性樹脂の湿潤状態における通気抵抗の値が高い場合には、吸収体にした場合、
特に吸水性樹脂の比率の高い吸収体において、その実際の使用時に十分な通気性が得られ
なくなり、(2) の課題を達成できない。また、上記無加圧下吸収倍率および加圧下吸収倍
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率が低いと、十分な量の水性液体を吸収できない上に、加圧下でも吸収した液体が吸収体
に十分保持されず、(1) の課題を達成できない。また、吸水性樹脂の重量平均粒径が小さ
く、１０６μｍ未満の微粉量が多いと、水性液体を吸収してゲル化した場合に、粒子状の
ゲル間に隙間が確保されず十分な通気性が得られなくなり、(2) の課題を達成できない。
【００４４】
　また、(2) の課題を達成するための別の手法として、ゲルの強度を高める方法が挙げら
れるが、ゲル強度を高めると通常無加圧下吸収倍率の低下が生じるため好ましくない。一
方で、無加圧下吸収倍率が高過ぎると、ゲルの強度が低くなり、ゲル間の隙間が確保でき
ず、(2) の課題が達成できない。さらに、吸水性樹脂の水可溶成分量が多い場合も、水性
液体を吸収してゲル化した場合に、粒子状のゲル間がゲルにより溶出した水可溶成分によ
り閉塞され、十分な通気性が得られなくなり、(2) の課題が達成できない。
【００４５】
　すなわち、本発明者らは、吸水性樹脂の比率が４０重量％以上となる吸収体に好適に使
用される吸水性樹脂として、無加圧下吸収倍率、加圧下吸収倍率、重量平均粒径、粒径１
０６μｍ未満の微粉量、および水可溶成分量のバランスが非常に重要であることを見出し
た。
【００４６】
　したがって、本発明にかかる吸水性樹脂を用いれば、水性液体を十分に吸収し、しかも
加圧下でも戻り量が少なく、さらに通気性も確保できる吸収体を得ることができる。その
ため、上記(1) ・(2) の課題を同時に達成した吸収体が確実に得られ、吸収性物品とした
ときの装着時の快適性を従来よりも一層向上させることができる。
【００４７】
　なお、上記無加圧下吸収倍率、加圧下吸収倍率、吸水性樹脂の通気抵抗、水可溶成分量
、および重量平均粒径の測定条件については、後述する実施例中で詳細に説明する。
【００４８】
　また、上記吸水性樹脂前駆体は、嵩比重測定機（蔵持科学器機製作所社製）により測定
した嵩比重が０．５５ｇ／ｍｌ以上０．８５ｇ／ｍｌ以下の範囲内、好ましくは０．６０
ｇ／ｍｌ以上０．８０ｇ／ｍｌ以下の範囲内、さらに好ましくは０．６５ｇ／ｍｌ以上０
．７５ｇ／ｍｌ以下の範囲内であり、生理食塩水を吸収させた場合の無加圧下吸収倍率が
３５ｇ／ｇ以上５０ｇ／ｇ以下の範囲内、好ましくは３７ｇ／ｇ以上４８ｇ／ｇ以下の範
囲内である。さらに、上記吸水性樹脂前駆体は、その水可溶成分量が１８重量％以下であ
り、好ましくは５重量％以上１８重量％以下の範囲内であり、かつその固形分が９０重量
％以上１００重量％以下の範囲内、好ましくは９１重量％以上９９重量％以下の範囲内、
さらに好ましくは９２重量％以上９８重量％以下の範囲内である。
【００４９】
　上記嵩比重が０．５５ｇ／ｍｌよりも低いと、後述する表面架橋剤の混合の困難さによ
る物性の低下、単位体積当たりの重量減による輸送コストアップなどが見られる場合もあ
り好ましくない。また、上記嵩比重が０．８５ｇ／ｍｌよりも高いとゲル間の通気空間を
確保することが困難になる場合が起こり得る。
【００５０】
　上記吸水性樹脂前駆体の、生理食塩水を吸収させた場合の無加圧下吸収倍率が３５ｇ／
ｇ以下の場合には、後述する表面架橋後の無加圧下吸収倍率も低くなり、吸収体の戻り量
が多くなるため好ましくない。また、無加圧下吸収倍率が５０ｇ／ｇ以上になると、水性
液体を吸収してゲル化した場合に、加圧によるゲルの変形度が大きくなる場合が有り、粒
子状のゲル間がゲルより溶出した水可溶成分により閉塞され、十分な通気性が得られなく
なり好ましくない。
【００５１】
　さらに吸水性樹脂前駆体の水可溶成分量が多い場合も、水性液体を吸収してゲル化した
場合に、粒子状のゲル間がゲルより溶出した水可溶成分により閉塞され、十分な通気性が
得られなくなるため好ましくない。
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【００５２】
　また、固形分が９０重量％未満であると、表面架橋時に凝集し易くなり、それにより吸
水性樹脂前駆体と表面架橋剤との混合性が悪くなり、表面架橋によって生じる物性の向上
が、期待通りに得られ難くなるため好ましくない。
【００５３】
　上記嵩比重および固形分の測定条件については、後述する実施例中で詳細に説明する。
【００５４】
　本発明にかかる上記吸水性樹脂は、一般に、吸水性樹脂前駆体の表面を架橋処理すると
いう製造方法により得られる。上記吸水性樹脂前駆体は、重量平均粒径が４００μｍ以上
、好ましくは４３０μｍ以上であり、粒径が１０６μｍ未満の粒子の割合（比率）が５重
量％以下、好ましくは１重量％以下であり、多量の水を吸収することによってヒドロゲル
を形成するカルボキシル基を有する樹脂である。
【００５５】
　上記吸水性樹脂前駆体は、たとえば、水溶液重合あるいは逆相懸濁重合により、好まし
くは、水溶液重合によって合成される。該吸水性樹脂前駆体としては、具体的には、たと
えば、ポリアクリル酸部分中和物架橋体、デンプン－アクリロニトリルグラフト重合体の
加水分解物、デンプン－アクリル酸グラフト重合体の中和物、酢酸ビニル－アクリル酸エ
ステル共重合体のケン化物、アクリロニトリル共重合体もしくはアクリルアミド共重合体
の加水分解物またはこれらの架橋体、カルボキシル基含有架橋ポリビニルアルコール変性
物、架橋イソブチレン－無水マレイン酸共重合体などが挙げられる。
【００５６】
　上記吸水性樹脂前駆体は、たとえば、（メタ）アクリル酸、マレイン酸、無水マレイン
酸、フマル酸、クロトン酸、イタコン酸、β－アクリロイルオキシプロピオン酸などの不
飽和カルボン酸、またはこれらの中和物から選ばれる１種類以上の単量体を重合もしくは
共重合させた後、該重合体に対して必要により粉砕・分級などの操作を行い、上記重量平
均粒径に調整することにより得られる。上記単量体の中でも、（メタ）アクリル酸および
これらの中和物がより好ましい。
【００５７】
　さらに、上記吸水性樹脂前駆体は、上記単量体と、該単量体と共重合可能な別の単量体
との共重合体であってもよい。上記別の単量体としては、具体的には、たとえば、ビニル
スルホン酸、スチレンスルホン酸、２－（メタ）アクリルアミド－２－メチルプロパンス
ルホン酸、２－（メタ）アクリロイルエタンスルホン酸、２－（メタ）アクリロイルプロ
パンスルホン酸などのアニオン性不飽和単量体およびその塩；アクリルアミド、メタアク
リルアミド、Ｎ－メチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－エチル（メタ）アクリルアミド、
Ｎ－ｎ－プロピル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－イソプロピル（メタ）アクリルアミド、
Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）アクリルアミド、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート
、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、メトキシポリエチレングリコール（メ
タ）アクリレート、ポリエチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、ビニルピリジン
、Ｎ－ビニルピロリドン、Ｎ－アクリロイルピペリジン、Ｎ－アクリロイルピロリジンな
どのノニオン性親水基含有不飽和単量体；Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル（メタ）アクリ
レート、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノエチル（メタ）アクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノ
プロピル（メタ）アクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピル（メタ）アクリルアミ
ド、およびこれらの四級塩などのカチオン性不飽和単量体などが挙げられる。
【００５８】
　上記吸水性樹脂前駆体におけるカルボキシル基の含有量は、特に限定されるものではな
いが、吸水性樹脂前駆体１００ｇ当たり０．０１当量以上のカルボキシル基が存在してい
ることが好ましい。また、吸水性樹脂前駆体が、たとえばポリアクリル酸部分中和架橋体
である場合には、該架橋体におけるポリアクリル酸未中和物の割合は、１モル％以上６０
モル％以下の範囲内が望ましく、１０モル％以上５０モル％以下の範囲内がより望ましく
、２０モル％以上４０モル％以下の範囲内が特に望ましい。この中和は単量体で行っても
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よいし、重合体で行ってもよいし、併用でもよい。カルボキシル基の中和は、アルカリ金
属塩、および／またはアンモニウム塩で行われ、好ましくはアルカリ金属塩で行われ、さ
らに好ましくは、アルカリ金属塩の中でも、ナトリウム塩、カリウム塩、リチウム塩で行
われる。
【００５９】
　上記吸水性樹脂前駆体は、複数の重合性不飽和基や、複数の反応性基を有する架橋剤（
内部架橋剤）と反応または共重合させることにより、その内部が架橋されていることが好
ましい。また、吸水性樹脂前駆体は、架橋剤を必要としない自己架橋型であってもよい。
【００６０】
　上記架橋剤としては、具体的には、たとえば、Ｎ，Ｎ’－メチレンビス（メタ）アクリ
ルアミド、（ポリ）エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、（ポリ）プロピレング
リコールジ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパンジ（メタ）アクリレート、ト
リメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、グリセリントリ（メタ）アクリレート
、グリセリンアクリレートメタクリレート、エチレンオキシド変性トリメチロールプロパ
ントリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペ
ンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、トリアリルシアヌレート、トリアリル
イソシアヌレート、トリアリルフォスフェート、トリアリルアミン、ポリ（メタ）アリロ
キシアルカン、（ポリ）エチレングリコールジグリシジルエーテル、グリセロールジグリ
シジルエーテル、エチレングリコール、ポリエチレングリコール、プロピレングリコール
、グリセリン、ペンタエリスリトール、エチレンジアミン、ポリエチレンイミン、グリシ
ジル（メタ）アクリレートなどが挙げられる。
【００６１】
　これら架橋剤は単独で用いてもよく、また、２種類以上を混合して用いてもよい。本発
明では、上記例示の化合物の中でも、複数の重合性不飽和基を有する化合物を架橋剤とし
て用いることがより好ましい。
【００６２】
　上記架橋剤の使用量は、上記単量体の合計量に対して０．００５モル％以上２モル％以
下の範囲内が好ましく、０．０５モル％以上１モル％以下の範囲内がより好ましい。架橋
剤の使用量が０．００５モル％よりも少ない場合には、吸水性樹脂の膨張ゲルが有する、
尿などの体液に対する安定性が低下することがあるので好ましくない。
【００６３】
　また、上記単量体と架橋剤の他、必要に応じて、親水性高分子（でんぷんやポリビニル
アルコール、ポリアクリル酸（塩）および／またはその架橋体など）、発泡剤、連鎖移動
剤、界面活性剤、キレート剤などを添加して重合を行ってもよい。
【００６４】
　また、上記重合反応における重合開始時には、たとえば、過硫酸カリウム、過硫酸アン
モニウム、過硫酸ナトリウム、ｔ－ブチルハイドロパーオキサイド、過酸化水素、２，２
’－アゾビス（２－アミジノプロパン）二塩酸塩などのラジカル重合開始剤、あるいは、
紫外線や電子線などの活性エネルギー線などを用いることができる。また、酸化性ラジカ
ル重合開始剤を用いる場合には、たとえば、亜硫酸ナトリウム、亜硫酸水素ナトリウム、
硫酸第一鉄、Ｌ－アスコルビン酸などの還元剤を併用してレドックス重合を行ってもよい
。これら重合開始剤の使用量は、上記単量体の合計量に対して０．００１モル％以上２モ
ル％以下の範囲内が好ましく、０．０１モル％以上０．５モル％以下の範囲内がより好ま
しい。
【００６５】
　上記重合は、通常、水溶液として行われ、その固形分は、１０重量％以上８０重量％以
下の範囲内、好ましくは２０重量％以上７０重量％以下の範囲内、さらに好ましくは３０
重量％以上６５重量％以下の範囲内の単量体で重合される。
【００６６】
　上記重合後に得られた重合体が含水ゲルである場合、さらに乾燥され、必要に応じて粉
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砕・分級されることで、吸水性樹脂前駆体が得られる。
【００６７】
　上記乾燥は、８０℃以上２５０℃以下の範囲内、好ましくは１５０℃以上２００℃以下
の範囲内で前記固形分まで行われる。具体的な手法としては、特に限定されるものではな
いが、たとえば共沸脱水、流動乾燥、静置熱風乾燥などが好ましく用いられ、より好まし
くは静置熱風乾燥が用いられる。
【００６８】
　上記吸水性樹脂前駆体は、一般にその加圧下吸収倍率が本発明における好ましい範囲（
３２ｇ／ｇ以上）を満たしていない。このため、特定の表面架橋剤を用いることにより、
該吸水性樹脂前駆体の表面近傍の架橋密度を内部よりも高くする必要がある。つまり、吸
水性樹脂前駆体の表面近傍を特定の表面架橋剤を用いて架橋させることにより、本発明に
かかる上記吸水性樹脂が得られる。
【００６９】
　つまり、本発明にかかる吸水性樹脂は、たとえば、水溶液重合あるいは逆相懸濁重合に
より、好ましくは前述の水溶液重合によって得られる吸水性樹脂前駆体、すなわち重量平
均粒径が４００μｍ以上８５０μｍ以下の範囲内、より好ましくは、重量平均粒径が４３
０μｍ以上８５０μｍ以下の範囲内、特に好ましくは４５０μｍ以上８５０μｍ以下の範
囲内で、粒径が１０６μｍ未満の粒子の割合が５重量％以下となるように、分級などの操
作により調整した後、表面架橋剤の存在下に加熱処理することにより得られる。得られた
吸水性樹脂は、生理食塩水を吸収させた場合における無加圧下吸収倍率および２．０ｋＰ
ａでの加圧下吸収倍率が３２ｇ／ｇ以上であり、かつ重量平均粒径が４００μｍ以上、好
ましくは４３０μｍ以上、さらに好ましくは４５０μｍ以上となっている。
【００７０】
　上記吸水性樹脂前駆体は、所定形状に造粒されていてもよく、また、球状、鱗片状、不
定形破砕状、顆粒状などの種々の形状であってもよい。さらに、吸水性樹脂前駆体は、１
次粒子であってもよく、また１次粒子の造粒体であってもよいし、混合物であってもよい
。なお、重量平均粒径が４００μｍより小さい場合や、粒径が１０６μｍ未満の粒子の割
合が５重量％を超える場合には、上述したパラメーターを満たす本発明にかかる吸水性樹
脂または吸収体が得られないおそれがある。
【００７１】
　上記表面架橋剤としては、公知の種々の架橋剤を用いることが可能であり、特に限定さ
れるものではない。ただし、溶解度パラメーター（ＳＰ値）が互いに異なる二種の架橋剤
（第一表面架橋剤および第二表面架橋剤）を組み合わせて用いることが好ましい。これは
、架橋剤の吸水性樹脂表面への滲み込みと、架橋の厚みとが任意に選択し易くなり、特に
、加圧下吸収倍率に優れた吸水性樹脂が容易に得られることになるので、本発明の通気性
に優れた吸水性樹脂が容易に得られるためである。
【００７２】
　なお、上記溶解度パラメーターとは、化合物の極性を表すファクターとして一般に用い
られる値である。本発明においては、上記溶解度パラメーターに対して、ポリマーハンド
ブック第３版（WILEY INTERSCIENCE社発行）５２７～５３９頁に記載されている溶媒の溶
解度パラメーターδ（Ｊ／ｍ３ ）１／２（すなわち（cal ／ｃｍ３ ）１／２ ）の値を
利用している。また、上記の頁に記載されていない溶媒の溶解度パラメーターに関しては
、該ポリマーハンドブックの５２４頁に記載されているSmall の式に対して、同５２５頁
に記載されているHoy の凝集エネルギー定数を代入して導かれる値を適用している。
【００７３】
　上記第一表面架橋剤は、カルボキシル基と反応可能な、溶解度パラメーターが０．０２
５６（Ｊ／ｍ３ ）１／２ （すなわち１２．５（cal ／ｃｍ３ ）１／２）以上の化合物
が好ましく、０．０２６６（Ｊ／ｍ３ ）１／２ （すなわち１３．０（cal ／ｃｍ３ ）
１／２）以上の化合物がより好ましい。上記第一表面架橋剤としては、具体的には、たと
えば、エチレングリコール、プロピレングリコール、グリセリン、ペンタエリスリトール
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、ソルビトール、エチレンカーボネート（１，３－ジオキソラン－２－オン）、プロピレ
ンカーボネート（４－メチル－１，３－ジオキソラン－２－オン）などが挙げられるが、
特にこれら化合物に限定されるものではない。これら第一表面架橋剤は、単独で用いても
よく、また２種類以上を混合して用いてもよい。
【００７４】
　上記第二表面架橋剤は、カルボキシル基と反応可能な、溶解度パラメーターが０．０２
５６（Ｊ／ｍ３ ）１／２ （すなわち１２．５（cal ／ｃｍ３ ）１／２）未満の化合物
が好ましく、０．０２０２（Ｊ／ｍ３ ）１／２ 以上０．０２４６（Ｊ／ｍ３ ）１／２ 

以下の範囲内（すなわち９．５（cal ／ｃｍ３ ）１／２ ～１２．０（cal ／ｃｍ３ ）
１／２の範囲内）の化合物がより好ましい。上記の第二表面架橋剤としては、具体的には
、たとえば、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、テトラエチレングリコー
ル、ジプロピレングリコール、トリプロピレングリコール、１，３－プロパンジオール、
１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、２，４－ペンタンジオール、１，
６－ヘキサンジオール、２，５－ヘキサンジオール、トリメチロールプロパン、ジエタノ
ールアミン、トリエタノールアミン、エチレングリコールジグリシジルエーテル、ポリエ
チレングリコールジグリシジルエーテル、グリセロールポリグリシジルエーテル、ジグリ
セロールポリグリシジルエーテル、ポリグリセロールポリグリシジルエーテル、プロピレ
ングリコールジグリシジルエーテル、ポリプロピレングリコールジグリシジルエーテル、
エチレンジアミン、ジエチレントリアミン、トリエチレンテトラミン、２，４－トリレン
ジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート、４，５－ジメチル－１，３－ジオ
キソラン－２－オン、エピクロロヒドリン、エピブロモヒドリンなどが挙げられるが、こ
れら化合物に特に限定されるものではない。これら第二表面架橋剤は、単独で用いてもよ
く、また２種類以上を混合して用いてもよい。
【００７５】
　上記表面架橋剤の使用量は、用いる化合物やそれらの組み合わせなどにもよるが、吸水
性樹脂前駆体の固形分１００重量部に対して、第一表面架橋剤の使用量が０．０１重量部
以上５重量部以下、第二表面架橋剤の使用量が０．００１重量部以上１重量部以下の範囲
内が好ましく、第一表面架橋剤の使用量が０．１重量部以上２重量部以下、第二表面架橋
剤の使用量が０．００５重量部以上０．５重量部以下の範囲内がより好ましい。
【００７６】
　上述した表面架橋剤を用いることにより、吸水性樹脂前駆体、つまり吸水性樹脂の表面
近傍の架橋密度を内部よりも高くすることができ、その結果、本発明にかかる吸水性樹脂
に必要な加圧下吸収倍率を十分に高い値とすることができる。表面架橋剤の使用量が１０
重量部を超える場合には、不経済となるばかりか、吸水性樹脂における最適な架橋構造を
形成する上で、表面架橋剤の量が過剰になるため、無加圧下吸収倍率が低下するため好ま
しくない。また、表面架橋剤の使用量が０．００１重量部未満の場合には、吸水性樹脂に
おける加圧下吸収倍率を向上させる上で、その改良効果が得られにくいため、好ましくな
い。
【００７７】
　上記吸水性樹脂前駆体と表面架橋剤とを混合する際には、溶媒として水を用いることが
好ましい。水の使用量は、吸水性樹脂前駆体の種類や粒径などにもよるが、吸水性樹脂前
駆体の固形分１００重量部に対して、０を超え、２０重量部以下が好ましく、０．５重量
部以上１０重量部以下の範囲内がより好ましい。
【００７８】
　本発明では、上記表面架橋剤として好ましくは多価アルコール、より好ましくはプロピ
レングリコールが用いられる。上記多価アルコールを用いることで、より物性を向上でき
る上に、吸収体を製造する際に、吸収体の保型性や成形性も向上する。
【００７９】
　また、上記吸水性樹脂前駆体と表面架橋剤とを混合する際には、必要に応じて、溶媒と
して親水性有機溶媒を用いてもよい。このような親水性有機溶媒としては、たとえば、メ
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タノール、エタノール、１－プロパノール、２－プロパノール、１－ブタノール、２－ブ
タノール、ｔ－ブタノール（２－メチル－２－プロパノール）などの低級アルコール類；
アセトンなどのケトン類；ジオキサン、テトラヒドロフランなどのエーテル類；Ｎ，Ｎ－
ジメチルホルムアミドなどのアミド類；ジメチルスルホキシドなどのスルホキシド類など
が挙げられる。親水性有機溶媒の使用量は、吸水性樹脂前駆体の種類や粒径などにもよる
が、吸水性樹脂前駆体の固形分１０重量部に対して２０重量部以下が好ましく、０．１重
量部以上１０重量部以下の範囲内がより好ましい。
【００８０】
　上記吸水性樹脂前駆体と表面架橋剤とを混合する際には、たとえば、上記の親水性有機
溶媒中に吸水性樹脂前駆体を分散させた後、表面架橋剤を混合してもよいが、混合方法自
体は特に限定されるものではない。種々の混合方法の中でも、必要に応じて水および／ま
たは吸水性樹脂前駆体に直接、噴霧または滴下して混合する方法が好ましい。
【００８１】
　特に、高速撹拌されている吸水性樹脂前駆体に対して表面架橋剤を噴霧する方法を用い
ると、より物性を向上させ得るために好ましい。このときの撹拌は、３００ｒｐｍ以上、
より好ましくは１０００ｒｐｍ以上３０００ｒｐｍ以下の回転速度で行われる。また、こ
のときの噴霧は、１００μｍ以上５００μｍ以下の範囲内、より好ましくは２００μｍ以
上４００μｍ以下の範囲内のミストとなるように行われる。
【００８２】
　また上記混合に際しては、混合温度、すなわち混合前の吸水性樹脂前駆体の温度および
表面架橋剤の温度の少なくとも一方を、特定の範囲内とすることが好ましい。これによっ
て、表面架橋剤により形成される表面架橋層の厚みがコントロールし易くなり、本発明に
かかる吸水性樹脂の性能を引き出し易くなる。上記混合前の吸水性樹脂前駆体の温度とし
ては、一般的には、０℃以上１００℃以下の範囲内であり、好ましくは６０℃以上８０℃
以下の範囲内であり、より好ましくは６０℃以上７５℃以下の範囲内であり、さらに好ま
しくは６０℃以上７０℃以下の範囲内である。
【００８３】
　水溶液添加前の吸水性樹脂前駆体の温度が高いと、表面架橋剤の混合が不均一になり、
また逆に低いと粉末（すなわち吸水性樹脂前駆体）の凝集が見られるため好ましくない。
また、表面架橋剤の温度は、５℃以上４５℃以下の範囲内、好ましくは１０℃以上４０℃
以下の範囲内、さらに好ましくは１５℃以上３５℃以上の範囲内である。上記表面架橋剤
には、揮発性の高い（引火点の低い）成分が含まれていることもあるため、表面架橋剤の
温度が高いことは安全上好ましくない場合がある。
【００８４】
　また、水を用いて吸水性樹脂前駆体と表面架橋剤とを混合する場合には、水に不溶な微
粒子状の粉体や、界面活性剤などを共存させてもよい。
【００８５】
　上記吸水性樹脂前駆体と表面架橋剤とを混合する際に用いられる混合装置は、両者を均
一かつ確実に混合するために、大きな混合力を備えていることが好ましい。上記混合装置
としては、たとえば、円筒型混合機、二重壁円錐型混合機、Ｖ字型混合機、リボン型混合
機、スクリュー型混合機、流動型炉ロータリーデスク型混合機、気流型混合機、双腕型ニ
ーダー、内部混合機、粉砕型ニーダー、回転式混合機、スクリュー型押出機などが好適で
ある。
【００８６】
　上記吸水性樹脂前駆体と表面架橋剤とを混合した後、加熱処理を行い、吸水性樹脂前駆
体の表面近傍を架橋させる。上記加熱処理の処理温度（加熱用熱源ないし加熱中の前駆体
の温度、好ましくは熱源の温度で規定）は、用いる表面架橋剤の種類等にもよるが、１０
０℃以上２５０℃以下の範囲内が好ましく、１２０℃以上２５０℃以下の範囲内がより好
ましく、１６０℃以上２５０℃以下の範囲内が特に好ましい。処理温度が１００℃未満の
場合には、均一な架橋構造が形成されず、したがって、拡散吸収倍率などの性能に優れた
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吸水性樹脂を得ることができないため好ましくない。処理温度が２５０℃を超える場合に
は、吸水性樹脂前駆体の劣化を引き起こし、吸水性樹脂の性能が低下するため、好ましく
ない。
【００８７】
　上記加熱処理は、通常の乾燥機または加熱炉を用いて行うことができる。該乾燥機とし
ては、たとえば、溝型混合乾燥機、ロータリー乾燥機、デスク乾燥機、流動層乾燥機、気
流型乾燥機、赤外線乾燥機などが挙げられる。
【００８８】
　このようにして得られる、本発明にかかる吸水性樹脂に対して、さらに、必要に応じて
、消臭剤、香料、各種の無機粉末、発泡剤、顔料、染料、抗菌剤、親水性短繊維、可塑剤
、粘着剤、界面活性剤、肥料、酸化剤、還元剤、キレート剤、水、塩類等を製造中ないし
製造後に添加してもよい。これによって、吸水性樹脂に対して種々の機能を付与すること
ができる。
【００８９】
　上記無機粉末としては、水性液体等に対して不活性な物質であれば特に限定されるもの
ではなく、たとえば、各種の無機化合物の微粒子、粘土鉱物の微粒子等が挙げられる。特
に、上記無機粉末は、水に対して適度な親和性を有し、かつ、水に不溶もしくは難溶であ
るものが好ましい。具体的には、たとえば、二酸化ケイ素や酸化チタン等の金属酸化物、
天然ゼオライトや合成ゼオライト等のケイ酸（塩）、カオリン、タルク、クレー、ベント
ナイト等が挙げられる。この中でも、二酸化ケイ素およびケイ酸（塩）がより好ましく、
コールターカウンター法により測定された、平均粒子径が２００μｍ以下の二酸化ケイ素
およびケイ酸（塩）が特に好ましい。
【００９０】
　本発明にかかる吸水性樹脂に対する上記無機粉末の使用量は、吸水性樹脂および無機粉
末の組み合わせ等にもよるが、通常は、吸水性樹脂１００重量部に対して０．００１重量
部以上１０重量部以下の範囲内であり、より好ましくは０．０１重量部以上５重量部以下
の範囲内とすればよい。吸水性樹脂と無機粉末との混合方法としては特に限定されるもの
ではなく、たとえばドライブレンド法、湿式混合法等を採用できるが、中でもドライブレ
ンド法が好ましい。
【００９１】
　このように、本発明にかかる吸水性樹脂は、一般的には、吸水性樹脂前駆体の表面を架
橋処理するという製造方法により得られる。上記吸水性樹脂前駆体は、嵩比重が０．５５
ｇ／ｍｌ以上０．８５ｇ／ｍｌ以下の範囲内であり、固形分が９０重量％以上１００重量
％以下の範囲内であり、生理食塩水を吸収させた場合の無加圧下吸収倍率が３５ｇ／ｇ以
上５０ｇ／ｇ以下の範囲内であり、水可溶成分量が１８重量％以下であり、かつ重量平均
粒径が４００μｍ以上で、さらに重量平均粒径が１０６μｍ未満の粒子の割合（比率）が
５重量％以下である。加えて、０℃以上１００℃以下、好ましくは６０℃以上７５℃以下
の範囲内とした上記吸水性樹脂前駆体に対して、５℃以上４５℃以下の範囲内とした表面
架橋剤を噴霧添加し、加熱処理で表面架橋処理を実施することにより、本発明にかかる吸
水性樹脂が得られる。上記表面架橋剤には、好ましくは多価アルコール、さらに好ましく
はプロピレングリコールが含まれる。
【００９２】
　本発明にかかる吸収性物品は、上述した吸水性樹脂を用いてなり、前述した構成の吸収
体を含む吸収層を、トップシート（表面シート）およびバックシート（背面シート）の間
に挟持してなるものである。このような吸収性物品としては、具体的には、たとえば、紙
おむつ（使い捨ておむつ）や生理用ナプキン、いわゆる失禁パッドなどの各種衛生材料が
挙げられるが特に限定されるものではない。吸収性物品は優れた吸水特性を備えているの
で、たとえば該吸収性物品が紙おむつである場合には、尿の漏れを防止することができる
とともに、いわゆるドライ感（後述）を付与することができる。
【００９３】
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　上記トップシートとしては、水性液体を透過する性質（透液性）を有するシート（以下
、液透過性シートとする）が用いられる。この液透過性シートとして用いられる材料とし
ては、水性液体を透過させることが可能な材料であれば特に限定されるものではないが、
たとえば、不織布、織布、ポリエチレンやポリプロピレン、ポリエステル、ポリアミドな
どからなる多孔質の合成樹脂フィルムなどが挙げられる。
【００９４】
　また、上記バックシートとしては、水性液体を透過しない性質を有するとともに、後述
するように通気性にも優れたシート（以下、液不透過性シートとする）が用いられる。こ
の液不透過性シートとして用いられる材料としては、特に限定されるものではないが、た
とえば、ポリエチレン、ポリプロピレン、エチレンビニルアセテート、ポリ塩化ビニルな
どからなる合成樹脂フィルム；これら合成樹脂と不織布との複合材からなるフィルム；上
記合成樹脂と織布との複合材からなるフィルムなどが挙げられる。
【００９５】
　また、上記各フィルムには、通気性を確保するための様々な加工がなされている。この
通気性確保のための加工方法としては、特に限定されるものではないが、たとえば、少な
くも一方向に延伸した上で微細孔を形成する方法などが好適に用いられる。
【００９６】
　上記液不透過性シートの通気抵抗は、１ｋＰａ・sec ／ｍ以上５０ｋＰａ・sec ／ｍ以
下の範囲内であることが好ましく、１ｋＰａ・sec ／ｍ以上４０ｋＰａ・sec ／ｍ以下の
範囲内であることがより好ましく、さらに、１ｋＰａ・sec ／ｍ以上３０ｋＰａ・sec ／
ｍ以下の範囲内であることが非常に好ましい。通気抵抗が１ｋＰａ・sec ／ｍ未満である
と、通気性が高過ぎて液不透過性のバックシートとして十分な機能を発揮することができ
なくなる。一方、通気抵抗が５０ｋＰａ・sec ／ｍを超えると、通気性が低過ぎて吸収体
の通気性を向上させた意味がなくなる。なお、上記液不透過性シートの通気抵抗は、実質
的に乾燥状態で測定されるものであり、上記通気抵抗の範囲は、この条件によって測定さ
れた値である。
【００９７】
　上記吸収層の構成としては特に限定されるものではなく、上記吸収体を含んでいればよ
い。すなわち、上記吸収層には、吸収性物品の種類や使用目的に応じて、吸収体以外の他
の部材が適宜含まれる。また、吸収層の製造方法も特に限定されるのではない。さらに、
吸収層の上面、またはバックシートの裏面、あるいはトップシートの上面などに、拡散層
を配置してもよい。この拡散層は、吸収層に吸収される液体の拡散を助けることによって
、吸収体による液吸収をより効率的かつ迅速に行うためのものである。拡散層の材料とし
ては、液拡散を助けることが可能であれば特に限定されないが、たとえば不織布、セルロ
ース、架橋セルロースなどを主成分とする層を挙げることができる。
【００９８】
　また、トップシートとバックシートとで吸収層を挟持する方法、すなわち、吸収性物品
の製造方法についても、特に限定されるものではない。すなわち、吸収性物品が紙おむつ
であれば、従来からの紙おむつの製造方法を好適に用いることができるし、吸収性物品が
生理用ナプキンであれば、従来からの生理用ナプキンの製造方法を好適に用いることがで
きる。
【００９９】
　本発明にかかる吸収性物品が体液を吸収する衛生材料である場合には、装着時に、高湿
度によるムレや加圧下での水性液体の戻り量によるベトツキなどといった各種不快感を感
じない状態、つまり乾燥した状態に近い感覚（これをドライ感とする）を実現することが
できる。このドライ感については、使用者によって判断基準が異なるが、基本的には、装
着時における身体と吸収性物品との間の湿度（装着内湿度）が低く、たとえば後述するモ
ニターテストで湿度７０％以下、好ましくは６５％以下となり（すなわちムレ感が小さく
）、かつ前述した戻り量も低い（すなわちベトツキ感が小さい）場合に実現されることに
なる。
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【０１００】
　なお、装着内湿度や戻り量の好ましい範囲については、吸収性物品の種類や形状等によ
って適宜設定されるものであり、特に限定されるものではない。
【０１０１】
【実施例】
　以下、実施例および比較例、並びに図１ないし図４に基づいて本発明をさらに詳細に説
明するが、本発明はこれらに限定されるものではない。なお、吸水性樹脂ないし吸水性樹
脂前駆体の無加圧下吸収倍率、加圧下吸収倍率、水可溶成分量、嵩比重、固形分、および
重量平均粒径、吸収体の湿潤状態における加圧下の通気抵抗、吸水性樹脂の湿潤状態にお
ける加圧下の通気抵抗、吸収体の２．０ｋＰａでの加圧下吸収倍率、および戻り量（ウェ
ットバック）、紙おむつ装着内湿度、およびモニター評価は、下記の方法により測定また
は評価した。
【０１０２】
　〔吸水性樹脂の無加圧下吸収倍率〕
　吸水性樹脂ないし吸水性樹脂前駆体０．２ｇを不織布製の袋（６０ｍｍ×６０ｍｍ）に
均一に入れ、２３℃の生理食塩水（組成：塩化ナトリウム０．９重量％の水溶液）または
人工尿（組成：硫酸ナトリウム０．２重量％、塩化カリウム０．２重量％、塩化マグネシ
ウム六水和物０．０５重量％、塩化カルシウム二水和物０．０２５重量％、リン酸二水素
アンモニウム０．０８５重量％、リン酸水素二アンモニウム０．０１５重量％の水溶液）
中に浸漬した。６０分後に袋を引き上げ、遠心分離機を用いて２５０Ｇで３分間水切りを
行った後、袋の重量Ｗ1 （ｇ）を測定した。また、同様の操作を、吸水性樹脂を用いない
で行い、そのときの重量Ｗ０ （ｇ）を測定した。そしてこれら重量Ｗ１ ・Ｗ０ から、
次式、
　無加圧下吸収倍率（ｇ／ｇ）＝｛（重量Ｗ1 （ｇ）－重量Ｗ０ （ｇ））／吸水性樹脂
（ないし吸水性樹脂前駆体）の重量（ｇ）｝－１
に従って吸水性樹脂（ないし吸水性樹脂前駆体）の無加圧下吸収倍率（ｇ／ｇ）を算出し
た。
【０１０３】
　〔吸水性樹脂の加圧下吸収倍率〕
　まず、吸水性樹脂の加圧下吸収倍率の測定に用いる測定装置について、図１を参照しな
がら、以下に簡潔に説明する。
【０１０４】
　図１に示すように、測定装置は、天秤１と、この天秤１上に載置された所定容量の容器
２と、外気吸入パイプ３と、導管４と、ガラスフィルタ６と、このガラスフィルタ６上に
載置された測定部５とからなっている。上記容器２は、その頂部に開口部２ａを、またそ
の側面部に開口部２ｂをそれぞれ有しており、開口部２ａに外気吸入パイプ３が嵌入され
る一方、開口部２ｂに導管４が取り付けられている。
【０１０５】
　また、容器２には、所定量の生理食塩水１２または人工尿（それぞれの組成については
〔吸水性樹脂の無加圧下吸収倍率〕の項参照）が入っており、外気吸入パイプ３の下端部
がこの生理食塩水１２または人工尿（２５℃）中に没している。上記ガラスフィルタ６は
、直径７０ｍｍに形成されており、容器２およびガラスフィルタ６は導管４によって互い
に連通している。また、ガラスフィルタ６の上部は、外気吸入パイプ３の下端に対してご
くわずかに高い位置となるようにして固定されている。
【０１０６】
　上記測定部５は、濾紙７と、支持円筒８と、この支持円筒８の底部に貼着された金網９
と、重り１０とを有している。そして測定部５は、ガラスフィルタ６上に、濾紙７、支持
円筒８（つまり金網９）がこの順で載置されるとともに、支持円筒８内部、すなわち金網
９上に重り１０が載置されてなっている。支持円筒８は内径６０ｍｍに形成されている。
金網９はステンレスからなり、４００メッシュ（目の大きさ３８μｍ）に形成されている
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。この金網９上に、所定量の吸水性樹脂１１が均一に撒布されるようになっている。重り
１０は、金網９、すなわち吸水性樹脂１１に対して、４．９ｋＰａおよび２．０ｋＰａの
荷重を均一に加えることができるように、その重量が調整されている。
【０１０７】
　上記構成の測定装置を用いて吸水性樹脂１１の加圧下吸収倍率を測定した。測定方法に
ついて以下に説明する。
【０１０８】
　まず、容器２に所定量の生理食塩水１２または人工尿を入れる、容器２に外気吸入パイ
プ３を嵌入するなどの所定の準備動作を行った、次に、ガラスフィルタ６上に濾紙７を載
置した。一方、これら載置動作に並行して、支持円筒８内部、すなわち、金網９上に吸水
性樹脂１１を０．９ｇ均一に撒布し、この吸水性樹脂１１上に重り１０を載置した。
【０１０９】
　次いで、濾紙７上に支持円筒８を載置した時点から、６０分間にわたって吸水性樹脂１
１が吸収した生理食塩水１２または人工尿の重量Ｗ２ （ｇ）を、天秤１を用いて測定し
た。
【０１１０】
　その後、上記重量Ｗ２ から次式、
　　加圧下吸収倍率（ｇ／ｇ）＝重量ＷＷ２ （ｇ）／吸水性樹脂の重量（ｇ）
に従って、吸収開始から６０分後の加圧下吸収倍率（ｇ／ｇ）を算出した。
【０１１１】
　〔吸水性樹脂の水可溶成分量〕
　吸水性樹脂ないし吸水性樹脂前駆体０．５００ｇを１０００ｍｌの脱イオン水中に分散
させ、２３℃で１６時間撹拌した後、濾紙で濾過した。次に、得られた濾液５０ｇを１０
０ｍｌのビーカーにとり、該濾液に０．１ｍｏｌ／リットルの水酸化ナトリウム水溶液１
ｍｌ、Ｎ／２００－メチルグリコールキトサン水溶液１０．００ｍｌ、および０．１重量
％トルイジンブルー水溶液４滴を加えた。次いで、上記ビーカーの溶液を、Ｎ／４００－
ポリビニル硫酸カリウム水溶液を用いてコロイド滴定し、溶液の色が青色から赤紫色に変
化した時点を滴定の終点として滴定量Ａｍｌを求めた。また、濾液５０ｇの代わりに脱イ
オン水５０ｇを用いて同様の操作を行い、ブランク滴定として滴定量Ｂｍｌを求めた。
【０１１２】
　そして、これら滴定量ＡｍｌおよびＢｍｌと、吸水性樹脂の製造に供されたアクリル酸
の中和率Ｃｍｏｌ％とから、次式、
　　水可溶成分量（重量％）＝（Ｂ－Ａ）×０．０１×（７２×（１００－Ｃ）＋９４×
Ｃ）／１００
に従って吸水性樹脂（ないし吸水性樹脂前駆体）の水可溶成分量（重量％）を算出した。
【０１１３】
　〔吸水性樹脂の嵩比重〕
　嵩比重測定器（蔵持科学器機製作所社製）を用い、ＪＩＳ　Ｋ　３３６２に準じて測定
した。具体的には、温度２５±２℃、相対湿度３０％以上５０％以下の部屋で、吸水性樹
脂ないし吸水性樹脂前駆体１２０ｇを、ダンパーを閉めた漏斗に入れた後、速やかにダン
パーを開け、試料を受器（１００ｍｌ）に落とした。そして、この受器から盛り上がった
試料は、ガラス棒ですり落とした後、試料の入った受器の重さ（ｇ）を０．１ｇまで正確
に量り、嵩比重（ｇ／ｍｌ）として算出した。
【０１１４】
　〔吸水性樹脂の固形分〕
　得られた吸水性樹脂ないし吸水性樹脂前駆体１．０００ｇをアルミカップ（内径５３ｍ
ｍ×高さ２３ｍｍ）に入れ、１８０℃の無風オーブンで３時間再乾燥し、その乾燥減量（
ｇ）より吸水性樹脂（ないし吸水性樹脂前駆体）の固形分（重量％）を算出した。
【０１１５】
　〔吸水性樹脂の重量平均粒径〕
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　吸水性樹脂粉末をＪＩＳ標準篩（８５０μｍ、６００μｍ、３００μｍ、１５０μｍ、
１０６μｍ）で分級して、篩ごとの各粒度（８５０μｍオン品／８５０～６００μｍ／６
００～３００μｍ／３００～１５０μｍ／１５０μｍ～１０６μｍ／１０６μｍパス品）
の重量を測定した。また、必要によりＪＩＳ標準篩を追加して、求めた各粒度の粒度分布
を対数確率紙にプロットすることで、その重量平均粒径（Ｄ５０）を求めた。
【０１１６】
　〔吸収体の湿潤状態における加圧下の通気抵抗〕
　吸収体の通気抵抗の測定に用いる測定装置は、通気性試験機（ＫＥＳ－Ｆ８－ＡＰ１、
カトーテック（株）製・所在地：日本国京都市南区）を使用した。測定吸収体をセットす
るセル部については、図２を参照しながら、以下に簡潔に説明する。
【０１１７】
　図２に示すように、吸収体１３をセットするセル部２２は、測定対象となる吸収体１３
を入れるセルセット２３とセル上部のおもり２９およびおもり２９を載置するための金網
２８（９ｍｍの開口部を有する）からなっている。上記セルセット２３は、円筒形の外セ
ル２４（内径８９．５ｍｍ）と内セル２５（外径８９．２ｍｍ）とからなっており、外セ
ル２４・内セル２５それぞれの下面には、二つの金網２６・２７（７ｍｍの開口部を有す
る）が固着されている。上記外セル２４および内セル２５は、通気性試験機２１の付属品
（カトーテック（株）製）である。
【０１１８】
　おもり２９については、内セル２５下面の金網２７、すなわち吸収体１３に対して４．
９ｋＰａの荷重を均一に加えることができるように、その重量を調整した。
【０１１９】
　上記構成の測定装置を用いて、４．９ｋＰａでの加圧下の通気性を通気抵抗Ｒ（単位：
ｋＰａ・sec ／ｍ）として測定した。この通気抵抗Ｒは試料の通気の善し悪しを示す値で
あって、吸収体の通気性が良ければ通気抵抗Ｒが小さく、通気性が悪ければ通気抵抗Ｒが
大きくなる。通気抵抗Ｒの測定方法について以下に説明する。
【０１２０】
　本実施例では、上記通気抵抗Ｒの測定は、温度２３℃、湿度６５％ＲＨの恒温恒湿室で
実施した。
【０１２１】
　通気抵抗Ｒを測定するため、まず、直径８９．４ｍｍに切り取った吸収体１３の上下を
直径８９．４ｍｍの大きさに切り取った不織布３０（ヒートロンペーパー：ＧＳ－２２、
南国パルプ工業（株）製）ではさみ、上記外セル２４に入れてから、内セル２５を外セル
２４内に挿入した。さらに、内セル２５上部に金網２８、ついでおもり２９を載置した。
【０１２２】
　その後、予め調製しておいた２３℃の生理食塩水４０ｇを上記加圧状態下の吸収体１３
に注いだ後、３０分間静置してからセル部２２を通気性試験機２１に取り付け、通気抵抗
Ｒを測定した。測定時の通気性試験機２１内在のシリンダーのピストン速度は２ｃｍ／se
c に設定した。
【０１２３】
　上記通気抵抗Ｒは、通気性試験機２１に内在するシリンダーのピストン運動によって定
流量の空気を試料に送り（図中矢印）、大気中へ試料を通して放出、吸引する機構を用い
て測定されるものである。この機構においては、１サイクル１０秒内に試料による圧力損
失が半導体差圧ゲージを用いて測定され、その結果、試料の通気抵抗Ｒをデジタルパネル
メーターで直読することができる。
【０１２４】
　なお、おむつ１枚中で吸収体の坪量が部位（場所）により異なる場合には、坪量が最も
大きい部位、つまり最大坪量となる部分を含む直径８９．４ｍｍの略円形状に吸収体を切
り取った上で通気抵抗を測定した。ただし、トップシートとバックシートとは取り除いて
いる。
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【０１２５】
　また、液不透過性シートの通気抵抗は、おむつの液不透過性シートを直径８９．４ｍｍ
に切り取ったものを乾燥状態で測定した以外は、上記吸収体の通気抵抗と同様の測定方法
で測定した。
【０１２６】
　〔吸水性樹脂の湿潤状態における加圧下の通気抵抗〕
　吸水性樹脂の通気抵抗の測定に用いる測定装置は、上記〔吸収体の通気抵抗〕に記載し
ている通気性試験機（ＫＥＳ－Ｆ８－ＡＰ１、カトーテック（株）製）を使用した。した
がって、以下の説明では、〔吸収体の湿潤状態における加圧下の通気抵抗〕における測定
と異なる場合のみ、図２を参照して説明する。
【０１２７】
　まず、吸水性樹脂の湿潤状態における４．９ｋＰａでの加圧下の通気抵抗を測定するた
めに、まず吸水性樹脂２ｇを３０ｇの生理食塩水（２３℃）で３０分間膨潤させた。その
後、直径８９．４ｍｍに切り取ったナイロンメッシュ（３０５μｍの開口部を有する）を
図２に示す通気性試験機の外セル２４に入れ、その上に膨潤させた吸水性樹脂を均一に散
布し、その上に直径８９．４ｍｍに切り取ったナイロンメッシュを置いてから、内セル２
５を外セル２４に挿入した。さらに内セル２５上部に金網２８、次いで重り２９を載置し
た。この重り２９の載置後、３分間静置して、セル部２２を通気性試験機２１に取り付け
、通気抵抗Ｒを測定した。測定時の通気性試験機２１内在のシリンダーのピストン速度は
２ｃｍ／sec に設定した。
【０１２８】
　〔吸収体の２．０ｋＰａでの加圧下吸収倍率〕
　まず、吸収体の加圧下吸収倍率の測定に用いる測定装置について、図３および図４を参
照しながら、簡潔に説明する。
【０１２９】
　図３に示すように、測定装置は、天秤１と、容器２と、外気吸入パイプ３と、導管４と
、直径２０ｍｍに形成されたガラスフィルタ３６と、このガラスフィルタ３６上に載置さ
れた測定部３５とを備えている。上記容器２の構成は、〔吸水性樹脂の加圧下吸収倍率〕
の項で説明したものと同様であるので詳細な説明は省略する。なお、容器２内には生理食
塩水１２（２３℃）が入っている。
【０１３０】
　上記測定部３５は、図４に示すように、濾紙３７と、支持角筒３８と、重り３９とを有
しており、上記ガラスフィルタ３６上に、濾紙３７、支持角筒３８がこの順で載置されて
いるとともに、支持角筒３８内部に重り３９が載置されてなっている。支持角筒３８は、
内寸法が１００ｍｍ×１００ｍｍに形成されている。そして、支持角筒３８内部でかつ重
り３９の直下に所定の大きさの吸収体１３が載置されるようになっている。
【０１３１】
　上記構成の測定装置を用いて吸収体１３の加圧下吸収倍率を測定した。その測定方法に
ついて以下に説明する。
【０１３２】
　まず、吸収体１３を１００ｍｍ×１００ｍｍの大きさに形成した。また、〔吸水性樹脂
の加圧下吸収倍率〕の項で説明した場合と同様の所定の準備動作を行った。次に、ガラス
フィルタ３６上に濾紙３７を載置し、次いで支持角筒３８を、その中心部がガラスフィル
タ３６の中心部に一致するようにして載置した。その後、支持角筒３８内部に上記所定の
大きさの吸収体１３を載置し、この吸収体１３上に重り３９を載置した。重り３９は、吸
収体１３に対して２．０ｋＰａの荷重を均一に加えることができるようにその重量が調整
されている。なお、吸収体１３および重り３９の載置動作は迅速に行った。
【０１３３】
　そして、濾紙３７上に吸収体１３を載置した時点から、６０分間にわたって吸収体１３
が吸水した生理食塩水の重量Ｗ３ （ｇ）を、天秤１を用いて測定した。
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この重量Ｗ３ から、次式、
　　吸収体の加圧下吸収倍率（ｇ／ｇ）＝重量Ｗ３ （ｇ）／吸収体の重量（ｇ）
に従って、吸水開始から６０分後の、吸収体１３の加圧下吸収倍率（ｇ／ｇ）を算出した
。
【０１３４】
　なお、おむつ１枚中で吸収体の坪量が部位（場所）により異なる場合には、坪量が最も
大きい部位、つまり最大坪量となる部分を含む１００ｍｍ×１００ｍｍの略正方形状に吸
収体を切り取った上で加圧下吸収倍率を測定した。ただし、トップシートとバックシート
とは取り除いている。
【０１３５】
　〔吸収体の戻り量（ウェットバック）〕
　まず、１００ｍｍ×１００ｍｍに切り取った吸収体に、生理食塩水１２０ｇ（２３℃）
を注ぎ、６０分間放置した。ネピア（NEPIA ：登録商標）キッチンタオル（王子製紙（株
）製）の１５枚重ねを半分折りにしたものの重量Ｗ４ （ｇ）を測定し、上記吸収体上部
に載せ、さらにその上部に１０ｋｇの重りを１分間載せた。その後、吸収体上部より取り
除いたキッチンタオルの重量Ｗ５ （ｇ）を測定した。そして、これら重量Ｗ４ ・Ｗ５ 

から、次式
　　戻り量（ｇ）＝重量Ｗ５ （ｇ）－重量Ｗ４ （ｇ）
に従って戻り量（ｇ）を算出した。
【０１３６】
　〔吸収性物品装着内湿度〕
　まず、測定対象となる紙おむつ（吸収性物品）を以下の方法で作成した。
【０１３７】
　吸水性樹脂と木材粉砕パルプとを、ミキサーを用いて乾式混合した。ついで、得られた
混合物を、４００メッシュ（目の大きさ３８μｍ）に形成されたワイヤースクリーン上に
バッチ式空気抄造装置を用いて空気抄造することにより、ウェブを形成した。さらに、こ
のウェブを圧力２ｋｇ／ｃｍ２ （１９６ｋＰａ）で５秒間プレスすることにより、吸収
体を得た。
【０１３８】
　続いて、液不透過性のポリプロピレンからなり、いわゆるレッグギャザーを有するバッ
クシート（液不透過性シート）、上記吸収体、および液透過性のポリプロピレンからなる
トップシート（液透過性シート）を、両面テープを用いてこの順に互いに貼着するととも
に、この貼着物に、２つのいわゆるテープファスナーを取り付けることにより、紙おむつ
（つまり吸収性物品）を得た。
【０１３９】
　該紙おむつに使用した、液不透過性シートの通気抵抗は２４ｋＰａ・sec ／ｍであった
。
【０１４０】
　上記紙おむつを、体長５５ｃｍで重量５ｋｇのプラスチック製の人形に装着させた。該
人形は股から臀部の間に湿度センサー（ThermoHygrosensor ：model ＴＨＰ－１４）を固
着させており、経時的な湿度変化を計測することができる。
【０１４１】
　紙おむつを装着した該人形をうつ伏せ状態にした後、該紙おむつと人形との間にチュー
ブを差し込み、人体において排尿を行う位置に相当する位置に、生理食塩水（２３℃）を
５０ｍｌ注入し、３０分間放置後、紙おむつ装着内の湿度を測定した。
【０１４２】
　装着内湿度の値は、湿度センサーに接続させたData stocker（ＴＨＲ－ＤＭ２：SHINYE
I 製）に表示させた値を読み取った。
【０１４３】
　〔吸収性物品モニター評価〕
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　モニター評価は、大人用紙おむつ（吸収性物品）を使用し、成人大人によって行われた
。評価に用いた紙おむつは、以下の方法で作製した。
【０１４４】
　まず吸収性樹脂と木材粉砕パルプとをミキサーを用いて乾式混合した。次いで、得られ
た混合物を、４００メッシュ（３８μｍの開口部を有する）に形成されたワイヤースクリ
ーン上にバッチ型空気抄造装置を用いて空気抄造することにより２００ｍｍ×７００ｍｍ
の大きさのウェブに成形した。さらに、このウェブを圧力２ｋｇ／ｃｍ２ （１９６ｋＰ
ａ）で５秒間プレスすることにより吸収体を得た。
【０１４５】
　続いて、液不透過性のポリプロピレンからなり、いわゆるレッグギャザーを有するバッ
クシート（液不透過性シート）、上記の吸収体、および液透過性のポリプロピレンからな
るトップシート（液透過性シート）を、両面テープを用いてこの順に互いに貼着するとと
もに、この貼着物に２つのいわゆるテープファスナーを取り付けることにより、紙おむつ
（つまり吸収性物品）を得た。
【０１４６】
　得られた紙おむつについて、使用時における装着内快適性の評価を行った。評価は、１
０人のモニターを対象とした。モニターによる評価は、１回排尿後の装着内のムレ感・ベ
トツキ感の有無を調べた。
【０１４７】
　〔実施例１〕
　７５モル％の中和率を有するアクリル酸ナトリウムの水溶液５，５００ｇ（単量体濃度
３５重量％）にポリエチレングリコールジアクリレート（エチレンオキサイドの平均付加
モル数８）０．０３５モル％を溶解し、反応液とした。次に、この反応液を窒素ガス雰囲
気下で３０分間脱気した。
【０１４８】
　次いで、シグマ型羽根を２本有する内容積１０リットルのジャケット付きステンレス製
双腕ニーダーに蓋を付けて形成した反応器に上記反応液を供給し、反応液を２０℃に保ち
ながら系を窒素ガス置換した。続いて、反応液を攪拌しながら、過硫酸ナトリウム３．５
ｇおよびＬ－アスコルビン酸０．０２ｇを添加したところ、凡そ１分後に重合が開始され
た。そして、２０℃～９０℃で重合を行い、重合を開始して６０分後に含水ゲル状重合体
を取り出した。
【０１４９】
　得られた含水ゲル状重合体は、その径が約５ｍｍに細分化されていた。この細分化され
た含水ゲル状重合体を５０メッシュ（目開き３００μｍ）の金網に広げ、１７０℃で６０
分間熱風乾燥した。ついで乾燥物を、振動ミルを用いて粉砕し、２０メッシュ（目開き８
５０μｍ）の金網で分級した。さらに、粒径１０６μｍ未満の粉砕物が５重量％以下とな
るように分級操作することで、不定形破砕状の吸水性樹脂前駆体（ａ）を得た。この吸水
性樹脂前駆体（ａ）の嵩比重は０．６８ｇ／ｍｌ、固形分は９８重量％、生理食塩水を吸
収させた場合の無加圧下吸収倍率が４０ｇ／ｇ、水可溶成分量が１３重量％であった。
【０１５０】
　得られた吸水性樹脂前駆体（ａ）１００重量部（７０℃）に、１，４－ブタンジオール
１重量部と、エチレングリコールジグリシジルエーテル０．０５重量部と、水２重量部と
、エタノール１重量部とからなる表面架橋剤（３０℃）を混合した。上記混合物を１９５
℃で５０分間加熱処理することにより、吸水性樹脂（１）を得た。得られた吸水性樹脂（
１）の重量平均粒径は４５０μｍであった。また、粒径１０６μｍ未満の吸水性樹脂の量
は２重量％以下であった。この吸水性樹脂（１）の無加圧下吸収倍率、加圧下吸収倍率、
水可溶成分量、重量平均粒径、および通気抵抗の結果を表１に示した。
【０１５１】
　〔実施例２〕
　７５モル％の中和率を有するアクリル酸ナトリウムの水溶液５，５００ｇ（単量体濃度
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３５重量％）にＮ，Ｎ’－メチレンビスアクリルアミド０．０３モル％を溶解し、反応液
とした以外は、実施例１と同様にして重合を行い、含水ゲル状重合体を取り出した。さら
に、得られた含水ゲル状重合体を実施例１と同様に粉砕・分級して、不定形破砕状の吸水
性樹脂前駆体（ｂ）を得た。この吸水性樹脂前駆体（ｂ）の嵩比重は０．６８ｇ／ｍｌ、
固形分は９７重量％、生理食塩水を吸収させた場合の無加圧下吸収倍率が４８ｇ／ｇ、水
可溶成分量が１６重量％であった。
【０１５２】
　得られた吸水性樹脂前駆体（ｂ）１００重量部（７５℃）に、プロピレングリコール１
重量部と、エチレングリコールジグリシジルエーテル０．０５重量部と、水２重量部と、
エタノール１重量部とからなる表面架橋剤（２８℃）を混合した。上記混合物を２００℃
で４０分間加熱処理することにより、吸水性樹脂（２）を得た。得られた吸水性樹脂（２
）の重量平均粒径は５００μｍであった。また、粒径１０６μｍ未満の吸水性樹脂の量は
１重量％以下であった。この吸水性樹脂（２）の無加圧下吸収倍率、加圧下吸収倍率、水
可溶成分量、重量平均粒径、および通気抵抗の結果を表１に示した。
【０１５３】
　〔比較例１〕
　実施例１と同様の操作で得られた含水ゲル状重合体の乾燥物を、振動ミルを用いて粉砕
し、さらに２０メッシュ（目開き８５０μｍ）の金網で分級することにより、不定形破砕
状の吸水性樹脂前駆体（ｃ）を得た。この吸水性樹脂前駆体（ｃ）の嵩比重は０．７１ｇ
／ｍｌ、固形分は９８重量％、生理食塩水を吸収させた場合の無加圧下吸収倍率が３９ｇ
／ｇ、水可溶成分量が１３重量％であった。
【０１５４】
　得られた吸水性樹脂前駆体（ｃ）１００重量部（６５℃）にプロピレングリコール１重
量部と、エチレングリコールジグリシジルエーテル０．０３重量部と、水３重量部と、エ
タノール１重量部とからなる表面架橋剤（３５℃）を混合した。上記混合物を２１０℃で
６０分間加熱処理することにより、吸水性樹脂（３）を得た。得られた吸水性樹脂（３）
の重量平均粒径は３１０μｍであった。また、粒径１０６μｍ未満の吸水性樹脂量は６重
量％であった。この吸水性樹脂（３）の無加圧下吸収倍率、加圧下吸収倍率、水可溶成分
量、重量平均粒径、および通気抵抗の結果を表１に示した。
【０１５５】
　〔比較例２〕
　前記実施例１において、７１．３モル％の中和率を有するアクリル酸ナトリウムの水溶
液５，５００ｇ（単量体濃度３９重量％）を用いた以外は、実施例１と同様にして重合を
行い、含水ゲル状重合体を取り出した。その後、熱風乾燥を１７０℃で７０分間実施した
以外は実施例１と同様して、含水ゲル状重合体を乾燥・分級することにより不定形破砕状
の吸水性樹脂前駆体（ｄ）を得た。この吸水性樹脂前駆体（ｄ）の嵩比重は０．６７ｇ／
ｍｌ、固形分は９８重量％、生理食塩水を吸収させた場合の無加圧下吸収倍率が３１ｇ／
ｇ、水可溶成分量が７重量％であった。
【０１５６】
　得られた吸水性樹脂前駆体（ｄ）１００重量部（７８℃）に、プロピレングリコール０
．５重量部と、１，４－ブタンジオール０．５重量部と、水３重量部と、イソプロピルア
ルコール０．５重量部とからなる表面架橋剤（２０℃）を混合した。上記混合物を２１０
℃で３０分間加熱することにより、吸水性樹脂（４）を得た。得られた吸水性樹脂の重量
平均粒径は４３０μｍであった。また、粒径１０６μｍ未満の吸水性樹脂の量は３重量％
であった。この吸水性樹脂（４）の無加圧下吸収倍率、加圧下吸収倍率、水可溶成分量、
重量平均粒径、および通気抵抗の結果を表１に示した。
【０１５７】
　〔比較例３〕
　実施例２と同様の操作で得られた含水ゲルの乾燥物を、振動ミルを用いて粉砕し、さら
に２０メッシュの金網で分級することにより、不定形破砕状の吸水性樹脂前駆体（ｅ）を
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得た。この吸水性樹脂前駆体（ｅ）の嵩比重は０．６８ｇ／ｍｌ、固形分は９８重量％、
生理食塩水を吸収させた場合の無加圧下吸収倍率が４８ｇ／ｇ、水可溶成分量が１６重量
％であった。
【０１５８】
　得られた吸水性樹脂前駆体（ｅ）１００重量部（８０℃）にグリセリン０．５重量部と
水１重量部とエタノール１重量部とからなる表面架橋剤（２５℃）を混合した。上記混合
物を１９５℃で３０分間加熱処理することにより、吸水性樹脂（５）を得た。得られた吸
水性樹脂（５）の重量平均粒径は４８０μｍであった。また、粒径１０６μｍ未満の吸水
性樹脂の量は２重量％であった。この吸水性樹脂（５）の無加圧下吸収倍率、加圧下吸収
倍率、水可溶成分量、重量平均粒径、および通気抵抗の結果を表１に示した。
【０１５９】
　〔実施例３〕
　７５モル％の中和率を有するアクリル酸ナトリウムの水溶液５，５００ｇ（単量体濃度
３８重量％）にポリエチレングリコールジアクリレート（エチレンオキサイドの平均付加
モル数９）０．０７モル％を溶解し、反応液とした以外は、実施例１と同様にして重合を
行い、含水ゲル状重合体を取り出した。さらに得られた含水ゲル状重合体を実施例１と同
様に粉砕・分級して、不定形破砕状の吸水性樹脂前駆体（ｆ）を得た。この吸水性樹脂前
駆体（ｆ）の嵩比重は０．６７ｇ／ｍｌ、固形分は９７重量％、生理食塩水を吸収させた
場合の無加圧下吸収倍率が３８ｇ／ｇ、水可溶成分量が１４重量％であった。
【０１６０】
　得られた吸水性樹脂前駆体（ｆ）１００重量部（７０℃）に、１，４－ブタンジオール
０．５重量部とプロピレングリコール０．５重量部と水４．０重量部とからなる表面架橋
剤（３５℃）を混合した。上記混合物を１９９℃で３０分間加熱処理することにより、吸
水性樹脂（６）を得た。得られた吸水性樹脂（６）の重量平均粒径は５５０μｍであった
。また、粒径１０６μｍ未満の吸水性樹脂の量は１重量％であった。この吸水性樹脂（６
）の無加圧下吸収倍率、加圧下吸収倍率、水可溶成分量、重量平均粒径、および通気抵抗
の結果を表１に示した。
【０１６１】
　〔実施例４〕
　実施例１で得られた吸水性樹脂（１）１００重量部に二酸化ケイ素０．０１重量部を混
合することにより、吸水性樹脂（７）を得た。この吸水性樹脂（７）の無加圧下吸収倍率
、加圧下吸収倍率、水可溶成分量、重量平均粒径、および通気抵抗の結果を表１に示した
。
【０１６２】
【表１】
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【０１６３】
　〔実施例５〕
　実施例１で得られた吸収性樹脂（１）７５重量部と、木材粉砕パルプ２５重量部とをミ
キサーを用いて乾式混合した。次いで、得られた混合物を４００メッシュ（３８μｍの開
口部を有する）に形成されたワイヤースクリーン上にバッチ型空気抄造装置を用いて空気
抄造することにより、１２０ｍｍ×３５０ｍｍの大きさのウェブに成形した。さらに、こ
のウェブを圧力２ｋｇ／ｃｍ２ （１９６ｋＰａ）で５秒間プレスすることにより、坪量
が約５００ｇ／ｃｍ２ の吸収体（１）を得た。また、この吸収体（１）を用いて前述し
たように吸収性物品（１）（紙おむつ）を作成した。この吸収性物品（１）の重量は４４
ｇであった。
【０１６４】
　上記吸収体（１）の通気抵抗、加圧下吸収倍率、および戻り量の測定結果を表２および
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表３に、また吸収性物品（１）の装着内湿度、およびモニターによる装着内の快適性の評
価結果を表２に示した。
【０１６５】
　〔実施例６〕
　実施例５において、吸水性樹脂（１）に代えて、実施例２で得られた吸水性樹脂（２）
を用いた以外は、実施例５と同様にして吸収体（２）を得、続いて同様にして吸収性物品
（２）を作成した。この吸収性物品（２）の重量は４４ｇであった。
【０１６６】
　実施例５と同様の操作で、上記吸収体（２）の通気抵抗、加圧下吸収倍率、戻り量の測
定および吸収性物品（２）の装着内湿度、モニターによる装着内の快適性の評価を行い、
その結果を表２に示した。
【０１６７】
　〔比較例４〕
　実施例５において、吸水性樹脂（１）に代えて、比較例１で得られた吸水性樹脂（３）
を用いた以外は、実施例５と同様にして吸収体（３）を得、続いて同様にして吸収性物品
（３）を作成した。この吸収性物品（３）の重量は４４ｇであった。
【０１６８】
　実施例５と同様の操作で、上記吸収体（３）の通気抵抗、加圧下吸収倍率、戻り量の測
定および吸収性物品（３）の装着内湿度、モニターによる装着内の快適性の評価を行い、
その結果を表２に示した。
【０１６９】
　〔比較例５〕
　実施例５において、吸水性樹脂（１）に代えて、比較例２で得られた吸水性樹脂（４）
を用いた以外は、実施例５と同様にして吸収体（４）を得、続いて同様にして吸収性物品
（４）を作成した。この吸収性物品（４）の重量は４４ｇであった。
【０１７０】
　実施例５と同様の操作で、上記吸収体（４）の通気抵抗、加圧下吸収倍率、戻り量の測
定および吸収性物品（４）の装着内湿度、モニターによる装着内の快適性の評価を行い、
その結果を表２に示した。
【０１７１】
　〔比較例６〕
　実施例５において、吸水性樹脂（１）に代えて、比較例３で得られた吸水性樹脂（５）
を用いた以外は、実施例５と同様にして吸収体（５）を得、続いて同様にして吸収性物品
（５）を作成した。この吸収性物品（５）の重量は４４ｇであった。
【０１７２】
　実施例５と同様の操作で、上記吸収体（５）の通気抵抗、加圧下吸収倍率、戻り量の測
定および吸収性物品（５）の装着内湿度、モニターによる装着内の快適性の評価を行い、
その結果を表２に示した。
【０１７３】
　〔実施例７〕
　実施例５において、吸水性樹脂（１）に代えて、実施例３で得られた吸水性樹脂（６）
を用いた以外は、実施例５と同様にして吸収体（６）を得、続いて同様にして吸収性物品
（６）を作成した。この吸収性物品（６）の重量は４４ｇであった。
【０１７４】
　実施例５と同様の操作で、上記吸収体（６）の通気抵抗、加圧下吸収倍率、戻り量の測
定および吸収性物品（６）の装着内湿度、モニターによる装着内の快適性の評価を行い、
その結果を表２に示した。
【０１７５】
　〔実施例８〕
　実施例５において、吸水性樹脂（１）に代えて、実施例４で得られた吸水性樹脂（７）
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を用いた以外は、実施例５と同様にして吸収体（７）を得、続いて同様にして吸収性物品
（７）を作成した。この吸収性物品（７）の重量は４４ｇであった。
【０１７６】
　実施例５と同様の操作で、上記吸収体（７）の通気抵抗、加圧下吸収倍率、戻り量の測
定および吸収性物品（７）の装着内湿度、モニターによる装着内の快適性の評価を行い、
その結果を表２に示した。
【０１７７】
【表２】

【０１７８】
　〔比較吸水性樹脂および比較吸収体〕
　１０種類の市販の吸収性物品（紙おむつ）中よりそれぞれ吸収体を取り出し、これを比
較吸収体として後述する比較例１７～２６に用いた。さらに、これら吸収体に用いられて
いる吸水性樹脂をそれぞれ分離して、これを比較吸水性樹脂として後述する比較例７～１
６に用いた。各比較吸水性樹脂および比較吸収体について、由来となる市販の吸収性物品
の商品名、および該吸収性物品の製造メーカーとその国籍、並びに該吸収性物品の入手年
月を表３に示した。
【０１７９】
【表３】
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【０１８０】
　〔比較例７～１６〕
　上記１０種類の比較吸水性樹脂を用いた以外は、実施例１と同様の操作で、上記各比較
吸水性樹脂の無加圧下吸収倍率、加圧下吸収倍率、水可溶成分量、重量平均粒径、および
通気抵抗の測定を行い、その結果を表４に示した。
【０１８１】
【表４】
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　〔比較例１７～２６〕
　上記１０種類の比較吸収体を用いた以外は、実施例５と同様の操作で、上記各吸収体の
通気抵抗、加圧下吸収倍率、戻り量の測定を行った。さらに、各比較吸収体から実施例５
と同様の操作で比較吸収性物品を改めて作成し、各比較吸収性物品の装着内湿度、モニタ
ーによる装着内の快適性の評価を行った。各結果を表５に示した。また、市販の各吸収性
物品が備える液不透過性シート（バックシート）の通気抵抗値も表５に示した。
【０１８３】
【表５】
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【０１８４】
　上記各表に示すように、本発明に規定されているパラメーターから外れた吸水性樹脂、
吸収体、並びに吸収性物品では、(1) 加圧下吸収倍率を高くして戻り量を低減させる（ベ
トツキ感の回避）という課題と、(2) 吸収体自身の通気性を高くする（ムレ感の回避）と
いう課題との両方を同時に実現できないが、本発明にかかる吸収体、吸収性物品、および
吸水性樹脂では、上記(1) ・(2) の両方の課題を同時に実現することができる。その結果
、吸収性物品における装着時の快適性をより一層向上させることができる。
【０１８５】
【発明の効果】
　以上のように、本発明にかかる吸収体は、少なくとも、湿潤状態においても十分な通気
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の吸収体を用いてなっている。さらに、本発明にかかる吸水性樹脂は、通気抵抗が低く、
十分な無加圧下吸収倍率および加圧下吸収倍率を有するとともに、重量平均粒径が所定以
上であるか、または水可溶成分量が所定量以下である。
【０１８６】
　そのため、本発明の構成によれば、体液等の水性液体を吸収体が吸収しても吸収体が十
分な通気性を確保することができるとともに、一旦吸収した水性液体を加圧下でも十分確
保することができる。したがって、該吸収体の気密隔壁化が回避され、身体と吸収体また
は吸収性物品との間に高湿度環境が形成されることが防止されるとともに、戻り量の増大
を回避することができる。
【０１８７】
　その結果、たとえば吸収性物品がたとえば紙おむつであれば、使用者がムレ感やベトツ
キ感などの不快感を感じることがなく、ドライ感を維持することが可能になり、吸収性物
品の装着時の快適性をより一層向上させることができるという効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明にかかる吸水性樹脂および吸収体が示す性能の一つである加圧下吸収倍
率に用いる測定装置の構成を示す概略断面図である。
【図２】　本発明にかかる吸収体および吸水性樹脂が示す性能の一つである通気抵抗の測
定に用いる測定装置の構成を示す概略断面図である。
【図３】　本発明にかかる吸収性物品が示す性能の一つである加圧下吸収倍率の測定に用
いる測定装置の構成を示す概略断面図である。
【図４】　図３に示す測定装置における測定部の構成を示す概略断面図である。
【符号の説明】
　１　　天秤
　２　　容器
　３　　外気吸入パイプ
　４　　導管
　５　　測定部
１１　　吸水性樹脂
１２　　生理食塩水
１３　　吸収体
２１　　通気性試験機
２２　　セル部
２３　　セルセット
３５　　測定部
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